
日本郵船株式会社 行動規準 
 

序章 
日本郵船株式会社に所属する全ての役員・従業員は、業務遂行にあたり、各国の諸法令、

社内諸規則を遵守するとともに、社会規範に則った責任ある行動をとる必要があります。そ

の規範となる行動規準をここに定めました。全ての役員・従業員は個々の行動において、本

行動規準に沿った健全なコンプライアンス（法令、社内規則、企業倫理・社会規範の遵守）

意識を持って、日々の業務を進めてください。 
 

第１章 サービス品質の向上、安全性の追求、環境の保全 

１－１ サービス品質の向上 
当社の企業理念 Bringing value to life.に基づく諸事業において、安全を最優先としてサ

ービス品質の向上、革新的な技術の開発及び適正なコストの追求により、更なる顧客の満足

と信頼の獲得を目指します。 
 
１－２ 安全性の追求 
（１）船舶の安全運航の徹底と更なる向上のため、基本に忠実に業務を遂行するとともに、

安全輸送技術の向上のため日々研鑽に努めます。 
（２）海上におけるテロ（含むサイバーテロ）、海賊行為、自然災害等のあらゆる脅威に備

え、各自が連携して組織的な危機管理の徹底に努めます。 
（３）その他当社サービスの各現場における安全管理の徹底と技術の向上に努めます。 
 
１－３ 地球環境の保全 
環境に関する法律・規制等の遵守はもとより、バリューチェーン全体で多様なステークホ

ルダーとの協働に努め、省資源、省エネルギー、廃棄物削減、リサイクル、温室効果ガスの

削減、環境負荷物質の削減、水資源管理、森林保全等に取り組み、気候変動対策、海洋環境・

生物多様性保全、大気汚染防止等、あらゆる環境課題に対処します。 
 

第２章 公正な事業活動 
２－１ 各国諸法令等の遵守 
国内外の法令や社内規則を遵守し、社会規範に則った誠実かつ公正・公平な取引活動を行

います。 
 
２－２ 競争法・独占禁止法の遵守 
（１）関係各国の競争法・独占禁止法を遵守し、私的独占、カルテル等の不当な取引制限、



不公正な取引方法等の自由競争を阻害する取引行為は行いません。 
（２）協力会社との取引において、優越的地位の濫用行為は行いません。 
 
２－３ 贈収賄の禁止 
（１）国内外を問わず、また、直接・間接を問わず、何人に対しても営業上の不正な利益を

得るための金品及び経済的利益（賄賂）の供与、申出、約束は行いません。また、賄

賂の受領、要求、約束も行いません。 
（２）日本の刑法・不正競争防止法、米国の海外腐敗行為防止法（FCPA）等贈収賄の禁止

に関する関係各国の法令を遵守し、公務員に対する贈賄行為防止に努めます。 
 
２－４ 節度ある接待・贈答品の授受 
（１）取引先等の関係者との間で、社会通念の範囲を超える接待、贈答、その他経済的利益

の供与及び受領を行いません。また、社会通念の範囲内であっても、上長の承認なし

に接待、贈答、その他経済的利益は受領しません。 
（２）利害関係のある公務員への接待、贈答、その他経済的利益の供与については、社会通

念にかかわらず厳格に規定されていることを理解し、その規準に従います。 
 
２－５ 購買取引先の選定 
購買取引先の選定は、取引先の提供する商品・サービスの信頼性、経営の安定性に加えて、

法令及び社会規範の遵守、環境保全、腐敗防止、人権の尊重、雇用・労働環境の整備等の CSR
（社会的責任）遵守の状況を適宜確認のうえで、適正かつ公正に行います。 

 
 

第３章 利益相反行為の禁止 
３－１ 利益相反行為の禁止 
（１）会社の利益と相反する又はその恐れのある行為は行いません。 
（２）会社の承認なしに、他の会社・団体の役員、顧問、従業員、代理人等に就任しません。 
（３）業務に関連して得た個人宛の報酬は、会社の承認なしには、これを受領しません。 

 
３－２ 会社資産の適正使用 
（１）会社資産の効率的な活用を心掛けるとともに、損傷、紛失、盗難がないよう適切に管

理します。 
（２）私的な利益を得ることを目的として、有形・無形を問わず会社の資産、経費を使用し

ません。 
（３）会社の承認なしに、事業所内において、集会、演説、宣伝、勧誘、文書の配布又は掲

示板への掲載等の業務と無関係な私的活動を行いません。 



 
第４章 人権、多様な文化の尊重 

４－１ 人権の尊重 

人権を尊重し、日本郵船グループ人権方針を遵守します。 
 

４－２ 差別の禁止 
人種、信条、宗教、性別、性的指向・性自認、国籍、年齢、出身、心身の障害、病気等の

事由いかんを問わず差別をしません。 
 

４－３ ハラスメントの禁止 
人の尊厳を傷つけるような誹謗や中傷、ハラスメントとなるような行為を行いません。 
 

４－４ 各国・地域の文化等の尊重 
各国・地域の文化、慣習、言語を尊重し、国際社会や地域社会との調和に心掛けます。 
 

４－５ 強制労働、児童労働の禁止 
当社は、強制労働、児童労働等の非人道的な雇用は行いません。また、そのような行為を

行う企業とは取引をしません。 
 

４－６ 公正な人事・処遇制度の構築と運用 
当社は、雇用、配置、賃金、研修、昇進等の取り扱いについて、機会均等を図り、国際条

約や、各国・地域の法令に定められた労働者の権利保護に留意し、労働協約その他の取り決

めを守ります。 
 

第５章 社会との関係 
５－１ 適正な会計処理 
関係法令や公正妥当な会計基準に則り、適正な会計処理・報告を行い、財務諸表の信頼性

を確保します。 
 
５－２ 企業情報の開示と透明性の確保 
（１）当社は、法令・証券取引所規則等に基づき適時・適切に企業情報を開示するとともに、

それら法令等に基づく開示以外の情報提供にも主体的に取り組むよう努めます。 
（２）当社は、透明性の高い経営を目指し、お客様、株主・投資家、取引先等のステークホ

ルダーとのコミュニケーションを促進します。 
 
５－３ 社会貢献活動 



当社は、良き企業市民として国際社会や地域社会との調和を図り、企業価値の持続的向上

に取り組むとともに、積極的に社会貢献活動を行います。 
 
５－４ 反社会的勢力の排除 
（１）反社会的勢力又はそれと疑われる者からの不当な要求に対しては、断固として拒否し、

一切の関係を持ちません。 
（２）テロ行為、マネーロンダリング等の犯罪には一切関与しません。また、これらの犯罪

に利用されることのないように十分に留意します。 
 
５－５ 政治・宗教活動について 
当社は、特定の政治・宗教活動を支援しません。また、会社施設内或いは業務時間内に政

治・宗教活動を行うことは認めません。 
 

第６章 働きやすい職場環境の実現 
６－１ 多様性の尊重と受容 
当社は、多様な個性や価値観等を認め合い、一人ひとりが活躍できる職場環境を整え、強

い組織づくりと企業価値の向上を目指します。 
 
６－２ ワーク・ライフ・バランスの確保 
当社は、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現に向けた働き方を支援し、

従業員一人ひとりが安心して働ける、やりがいを持てる職場づくりに努めます。 
 
６－３ 安全で衛生的な職場環境の構築 
（１）当社は、安全かつ衛生的な職場環境の保持を最優先課題とし、日ごろから事故・労働

災害の防止に努めます。 
（２）当社は、従業員の心と身体の健康保持や増進のための施策に積極的に取り組み、快適

に働ける職場環境の確保に努めます。 
（３）当社は、各国法令における違法薬物の使用・所持を禁止します。また、業務遂行に支

障をきたす量のアルコール摂取を禁止します。 
 

第７章 情報の取り扱い 
７－１ 知的財産の尊重 
ソフトウェア、プログラムの不正取得や不正使用等の他人の知的財産権を侵害する行為

は行いません。 

 

７－２ 情報管理の徹底 



（１）業務上知り得た会社の秘密情報は漏洩、流出がないよう厳重に管理し、業務以外の目

的に使用しません。 
（２）退職後といえども、会社の秘密情報を漏洩したり、使用しません。 
（３）個人情報の取り扱いは特に留意し、社外への持ち出し、漏洩、流出がないよう厳重 

に注意します。 
（４）情報セキュリティに関する社内規則を遵守し、業務で使用する各種情報システム（ハ

ードウェア、ソフトウェア、ネットワーク、記録媒体等）が破損・紛失しないように

適正に使用するとともに、各種クラウドサービスを含めた業務情報への外部からの

不正アクセス・侵入を防ぐため、会社から指示される対策を随時遅滞なく実施します。 
 
７－３ インサイダー取引の禁止 
（１）投資判断に影響を及ぼす可能性のある当社及び取引先等の未公表の重要事実を知っ

た場合は、その情報が公表されるまで、関係する株式等の取引を行いません。 
（２）その情報を他者に伝える又は当該会社の株式等の取引を推奨する行為は行いません。 
 

第８章 経営トップの責任 
経営トップは、自ら率先して本行動規準に則り、公正なる企業倫理と法令その他の社会

規範に基づいた事業運営がなされるように努めます。万一、役員・従業員に本行動規準に

反するような行為があり、法令違反等の重大な事態が発生したときには、経営トップ自ら

が問題解決に当たる姿勢を内外に明らかにし、原因究明・再発防止に努めます。また、迅

速かつ的確な情報の公開と説明責任を遂行し、自らを含め厳正な処分を行います。さらに

取引先に対しても、健全な企業活動倫理と法令遵守を基本とした事業運営が図られるよう

に働きかけていきます。 
 

第９章 違反の疑いがある行為の報告・相談 
（１）本行動規準に違反する又はその疑いがある行為を発見した場合は、遅滞なく、上司又

は以下の相談窓口へ報告・相談し、他の役員・従業員の違反行為を黙認、隠蔽しませ

ん。 
郵船しゃべり場、法務・フェアトレード推進グループコンプライアンスチーム、人事

グループ人事チーム、外部通報窓口 
（２）違反行為の有無に関する調査に協力します。 
（３）当社は、違反行為を報告・相談した役員・従業員や調査に協力した役員・従業員の秘

密を厳守し、不正な目的による場合又は不適当な方法による場合を除き、報告・相談

をしたことによって会社より不利益な処遇がなされないことを保証します。 
 
 



 
 
附則 
１．適用 
本行動規準は、日本郵船株式会社の全ての役員・従業員に適用され、派遣、出向契約に基

づき当社の業務に従事する者に準用される。 
 
２．罰則 
役員・従業員が本行動規準に違反した場合又は違反事実の隠蔽・改ざん・偽造等を行った

場合は、当社は就業規則等の規程に従い、厳正に対処するとともに、必要に応じ法的措置を

講じる。 
 
３．改廃 
本行動規準の改廃は、取締役会の承認を得るものとする。ただし、組織変更又は役員体制

の変更に伴う部門名及び役職名の改正は、法務・フェアトレード推進グループ管掌又は担当

最上位の執行役員の決裁をもって行う。 
 
 
１９９９年 ３月制定 
２００３年 １月改正 
２００５年１０月改正 
２００６年 ４月改正 
２００８年 ４月改正 
２０１０年 ４月改正 
２０１２年 ４月改正 
２０１３年１０月改正 
２０１４年 ４月改正 
２０１５年 ８月改正 
２０１６年１０月改正 
２０１７年 ６月改正 
２０１９年 ３月改正 
２０１９年１２月改正 
２０２１年 ４月改正 
２０２３年 ４月改正 


